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平成27年度行政評価　施策評価シート（平成26年度実績）
施策名 介護保険の適切な運営

施策コード 030601

　１．施策の担当

主管課

関係課

健康福祉部  高齢介護課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画

政策

施策

節
第３章　やさしさとふれあいのあるまち
づくり（安心・健康）

第６節　社会保険等

介護保険の適切な運営

　基本方針

地域におけるケア体制の構築をはじめ、介護予防や介護サービスの質の向上を図る取り組みを充実し、介護保険事業の適切な運営
を進めます。

　現況と課題

・ 本格的な超高齢社会が到来し、高齢者が介護や支援を必要な状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において安心して暮ら
し続けることができるように、在宅生活での支援が求められています。
・要介護状態の軽減、防止や安定維持のため、介護予防の取り組みが求められています。
・ 介護保険制度に対する信頼性を一層高めていくため、介護サービスの質の向上が求められています。
・適切な給付や持続可能な制度の構築を図るため、介護給付費適正化に向けた取り組みが求められています。
・ 平成20年と平成24年実施の市民アンケート結果比較すると、満足度の上昇がみられますが、引き続き持続可能な制度運営に向け
た取り組みを行い、さらに満足度を上げていく必要があります。

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

６５歳以上の高齢者（第1号被保険者）及び４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者（第２号被保険者）

　意図（どのような状態にしたいのか）

要介護、要支援が必要な被保険者が必要な時に必要なサービスが安心して受けられるようサービスの基盤整備の充実とサービスの
質の向上等に努めるとともに、高齢者が要介護、要支援状態にならないよう介護予防事業を推進します。また、保険料の徴収に努
め、介護保険事業の適正な運営をはかります。

　３．市民ニーズ

満足度（偏差値）

H24 H25 H26 H27 H28

47.2

重要度（偏差値）

H22 H23

60.4

　４．施策にかかるコスト

単位 H25決算 H26決算

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

85,236 92,961

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他
一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

千円

155,595 163,513

134,057 143,515

10,154 10,434

70,359 70,552

5,202 4,346

6,182 5,218

48,821 50,554

　５．施策の成果指標

成果指標１ 高齢者数に占める要介護認定率（高齢者数に占める要介護認定者数の割合）

項目 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画

実績値

達成度

H22実績

22.3

99.5

22.3 22.4 22.4目標値 22.4 22.4

22.4 22.7 23.4 23.6 23.5

22.3

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

98.2 95.3 94.9 95.3

この数値が増加することで介護を
必要とする被保険者数を把握する
ことができます。

第５期介護保険事業計画の中で平
成26年度の認定率を推計していま
す。介護予防事業等の活用で高齢
者人口が増加しても、現状を維持
できるよう目標設定しました。

高齢者人口が増え、平成27年には超高齢社会の到来が確実
視されている中で、要介護・支援認定者数が増加しないよ
うに介護予防にも取り組み、認定率が上がらない事業運営
も必要となります。



②

③

④

図
表

成果指標２ 第１号被保険者一人当りの給付費

項目 H22実績 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画

目標値 21,481.0 21,926.0

実績値 22,684.0 22,333.0

94.7 98.1

21,926.0 21,926.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

介護保険制度では、被保険者が介
護状態にならないよう介護予防に
努めるるとともに、介護が必要な
状態になった時には必要なサービ
スを総合的・一体的に提供するし
くみです。被保険者一人当たりの
給付費を把握することで、介護予
防の取り組みが効果的であるか、
介護サービスが適正に提供されて
いるかの指標とします。

高齢者が増える中で、第1号被保険
者1人あたりの給付費も増加してい
ます。制度の持続性の観点からも
府平均と比較し、本市の状況を確
認していきます。

介護給付の適正化や介護認定の平準化に取組むことで、介
護が必要な状態になっても、適正な介護給付ができるよう
に努めています。その結果、昨年に比べ一人当たりの給付
費は減少し、持続可能な介護保険事業の運営に努めていま
す。

達成度

成果指標３ 介護保険料収納率

項目 H22実績 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画

目標値 98.1 98.5 98.5 98.5 98.5

実績値 98.1 98.1 98.1 98.1 98.3

100.0 100.0 100.0 99.8

98.5 98.5

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

収納率を把握することで、介護保
険事業の財源であり介護保険事業
計画に定めている予定収納率と比
較し、介護保事業が適正に運営さ
れているか確認することができる
ので、指標に設定しました。

介護保険事業計画において保険料
算出の基礎となる予定収納率並び
に平成22年度実績値参考に目標値
に設定し、計画に添った介護保険
事業の運営状況を確認できるよう
にしました。

特別徴収（年金受給者）については、年金天引きの為100％
の徴収率となっていますが、
普通徴収については被保険者の所得基盤が弱く、督促等に
より徴収努力をしても納付に至らないケースが多く、徴収
率が85.72％となっています。

達成度 100.0

成果指標４ 通所型介護予防事業参加率

項目 H22実績 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画

目標値 4.5 5.8 7.5 8.5 9.5 10.5

実績値 4.5 3.2 3.3 4.0

平成23年度の参加実績をベース
に、平成24年度以降毎年20人程度
の参加増を目標値とし、Ｈ25年度
5.8%、平成30年度12.5%の目標設定
とした。

24年度より運動器、栄養改善、口腔機能向上の総合プログ
ラムを1クール12回で２クール開催していましたが、26年度
は3クール36回の開催とし介護予防事業に取組みました。事
業の対象者は1,189人で事業への参加数は48人となってお
り、参加数は伸び悩んでいるのが現状です。

達成度 100.0 55.17 44.0 47.05

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

二次予防事業対象者のうち、介護
予防プログラムの教室への参加率
を把握することで、介護予防事業
がどれだけ進んでいるのかの指標
とします。
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施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

合計点

総合評価

（１０点中）

2

2

3

　６．施策の事後評価

一次評価
（担当課によ

る評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

持続可能な介護保険運営のため、介護給付等の適正化事業への取組みを行
い、一定の成果を得ているが、介護予防事業に関しては介護予防教室の参加
数が伸びない等の課題がある。

介護サービスが必要な方には、適切なサービスを受けてもらえるよう制度の
説明、手続きを行っている。平成24年市民アンケート調査で満足度（偏差
値）が47.2ポイントとなり平成19年調査の数値より上昇した。その後市民
ニーズをはかるような取り組みも行っていないこともあり、市民ニーズ等も
平成２４年度と同様と考える。

介護保険法のもと介護保険事業計画等に基づき事業を行っているが、団塊の
世代が被保険者となり第１号被保険者数が増加する一方、核家族化が進み介
護サービスの必要性が増していくことが予測される。それに伴い介護給付費
がますます増大していく為、介護予防、給付費の適正化、介護認定の平準化
等に取り組むことで、被保険者が必要な時に必要なサービスを受けれるよう
な事業運営に努めたい。

高齢化が急速に進む中、介護保険の必要性もますます高まってきている。介
護保険制度が持続できるように介護給付等の適正化に取組むとともに、介護
予防への取組みも重要である。介護給付費等の適正化や介護予防の取組みは
即効性のあるものではないが、今後も地道に取り組むことで介護保険の適正
な運営に努めたい。

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

（４点中）

（３点中）

（３点中）

　７．施策を構成する事務事業

Ｂ
引き続き、給付費の適正化に努めること。通所型介護予防事業参加率の向上
に努めること。

Ｂ
引き続き、給付費の適正化に努めること。通所型介護予防事業参加率の向上
に努めること。

7 点

Ｂ

事務事業 H26年度決算額
H27年度予算 一次評価

事務事業名 一般財源

1

予算コード

01018600 介護保険低所得者対策事業

人件費 事業費

548 26 7 Ａ116

2 06090020 資格管理事務事業 4,743 593 593 805 Ｂ

3 06090040 賦課徴収事務事業 18,888 4,123 4,123 4,788 Ｂ

4 06090050 給付管理事業 8,777 1,522 1,522 2,501 Ａ

5 06090060 介護認定審査会運営事業 39,671 38,258 38,081 44,219 Ａ

6 06090070 運営協議会運営事業 1,583 396 396 396 Ｂ

7 06090450 二次予防事業（高齢介護課） 0 0 0 ― ―

8 06090460 二次予防事業（保健センター） 2,474 5,590 1,874 ― Ｂ

9 06090470 一次予防事業（高齢介護課） 78 10,732 3,597 ― Ｂ

10 06090480 一次予防事業（保健センター） 2,396 1,069 360 ― Ｂ

11 06090500 介護給付適正化指導等事業 5,465 3,307 0 ― Ｂ

12 06090520 居宅サービス計画点検事業 5,503 2,360 1 ― Ｂ

合計 92,961 70,552 50,554 52,825

― Ｂ13 06090530 要介護認定適正化事業 2,835 2,576 0


